
中
小
企
業
診
断
士

髙
村　

真
和

農
業
経
営
に
お
け
る
主
な
税
制
・

　
　

   

補
助
金
の
活
用
（
前
篇
）

今月の

コラム
c
o
l
u
m
n

c
o
l
u
m
n

農
業
生
産
基
盤
強
化
の
た
め
に
、
国
は
従
来
の

個
人
経
営
か
ら
法
人
経
営
へ
の
移
行
を
推
進
し
て
お

り
、
農
業
法
人
と
担
い
手
農
家
向
け
の
税
制
・
補

助
金
を
大
幅
に
拡
充
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
規
模

拡
大
や
生
産
基
盤
を
強
化
す
る
た
め
に
機
械
、
設

備
等
を
導
入
す
る
際
に
活
用
可
能
な
支
援
措
置
の

中
か
ら
、①「
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
基
づ
く

支
援
措
置
」②「
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
」③「
商

業
・
サ
ー
ビ
ス
業
・
農
林
水
産
業
活
性
化
税
制
」

を
取
り
上
げ
ま
す
。

１
億
円
以
下
の
法
人
（
農
事
組

合
法
人
は
対
象
外
）

⑵
特
例
内
容

法
人
税
・
所
得
税
に
つ
い
て
、
即

時
償
却
ま
た
は
10
％
の
税
額
控
除

（
注
１
）
が
適
用
と
な
り
ま
す
（
税
額

控
除
は
資
本
金
３
０
０
０
万
円
超

の
中
小
法
人
の
場
合
７
％
）。

（
注
１
）
税
額
控
除
は
税
額
の
20
％
が
上

限
と
な
る
。

⑶
対
象
と
な
る
機
械
・
設
備

①
か
ら
④
を
、２
０
２
１
年
３
月

末
ま
で
に
取
得
す
る
場
合
に
、
活
用

が
可
能
で
す
。

①
１
６
０
万
円
以
上
の
機
械
装
置

②
30
万
円
以
上
の
器
具
備
品
・
工
具

③
60
万
円
以
上
の
建
物
附
属
設
備

④
70
万
円
以
上
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

⑷
要
件

以
下
の
要
件
２
つ
の
い
ず
れ
か
を

満
た
し
た
上
で
、「
経
営
力
向
上
計

画
」
を
作
成
し
、
地
方
農
政
局
等
に

び
②
が
対
象
で
す
。

①
常
時
使
用
す
る
従
業
員
数
が
１

０
０
０
人
以
下
の
個
人

②
資
本
金
ま
た
は
出
資
金
の
額
が

１
．対
象
者
と
要
件

⑴
対
象
と
な
る
農
業
者

青
色
申
告
を
し
て
い
る
、①
お
よ

⑴
対
象
と
な
る
農
業
者

前
述
の
「
中
小
企
業
等
経
営
強

化
法
に
基
づ
く
支
援
措
置
」
と
同

様
で
す
が
、
農
事
組
合
法
人
も
対

象
と
な
る
点
が
異
な
り
ま
す
。

⑵
特
例
内
容

法
人
税・所
得
税
に
つ
い
て
、30
％

の
特
別
償
却
ま
た
は
７
％
の
税
額

控
除
（
注
２
）
が
適
用
と
な
り
ま
す（
税

額
控
除
は
個
人
お
よ
び
資
本
金
３
０

０
０
万
円
以
下
の
法
人
の
み
選
択
可

能
）。

（
注
２
）
税
額
控
除
は
税
額
の
20
％
が
上

限
と
な
る
。

⑶
対
象
と
な
る
設
備
等

①
か
ら
④
を
、２
０
２
１
年
３
月

末
ま
で
に
取
得
す
る
場
合
に
活
用

が
可
能
で
す
。

①
１
６
０
万
円
以
上
の
機
械
装
置

②
３・５
ト
ン
以
上
の
普
通
貨
物
自

動
車（
ト
ラ
ッ
ク
等
）（
貨
物
運
送

用
に
限
る
）

③
１
２
０
万
円
以
上
の
測
定
工
具
、

検
査
工
具

④
70
万
円
以
上
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

お
い
て
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
必
要

で
す
。

【
要
件
１
】

①
旧
モ
デ
ル
に
比
べ
生
産
性
が
年
平

均
１
％
以
上
向
上
す
る
機
械
等

で
あ
る
こ
と

②
メ
ー
カ
ー
等
を
通
じ
て
、
工
業
会

等
が
発
行
す
る
証
明
書
を
入
手

す
る
こ
と

【
要
件
２
】

①
年
平
均
の
投
資
利
益
率
が
５
％

以
上
で
あ
る
こ
と

②
投
資
利
益
率
が
５
％
以
上
で
あ

る
こ
と
に
つ
い
て
、
経
済
産
業
局

が
発
行
す
る
確
認
書
を
入
手
す

る
こ
と

※【
要
件
１
】
の
場
合
、
工
具
に
つ
い
て

は
測
定
工
具
、
検
査
工
具
の
み
、
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
に
つ
い
て
は
情
報
収
集
・
分

析
・
指
示
機
能
を
有
す
る
も
の
の
み
が

対
象
と
な
る
。

２
．必
要
な
手
続
き

　
　
【
要
件
１
】の
場
合

⑴
証
明
書
の
入
手

取
得
を
検
討
し
て
い
る
機
械
、

設
備
が
要
件
を
満
た
す
こ
と
（
一
定

期
間
内
に
販
売
さ
れ
た
旧
モ
デ
ル
と

比
較
し
て
生
産
性
が
年
平
均
１
％

以
上
向
上
し
て
い
る
設
備
で
あ
る
こ

と
）を
確
認
の
上
、
機
械・設
備
メ
ー

カ
ー
を
通
じ
て
、
工
業
会
等
が
発

行
す
る
証
明
書
を
入
手
し
ま
す
。

⑵
計
画
の
申
請

経
営
力
向
上
計
画
を
作
成
、
取

得
を
検
討
し
て
い
る
機
械
・
設
備

に
つ
い
て
記
載
し
た
上
で
、
証
明
書

の
写
し
を
添
付
し
て
最
寄
り
の
地

方
農
政
局
等
に
当
該
計
画
を
申
請

し
ま
す
。

経
営
力
向
上
計
画
で
は
、
次
の

点
に
つ
い
て
記
載
が
必
要
に
な
り
ま

す
（
計
画
の
提
出
か
ら
審
査
認
定

に
要
す
る
期
間
は
通
常
１
ヵ
月
程

度
）。

・
経
営
状
況

・
労
働
生
産
性
の
向
上
目
標

・
労
働
生
産
性
の
向
上
を
図
る
た
め

の
取
組
・
設
備
投
資
や
資
金
調

達
の
内
容

⑶
機
械
・
設
備
の
取
得

農
林
水
産
省
（
地
方
農
政
局
等
）

か
ら
認
定
を
受
け
た
後
、
機
械
・

設
備
を
取
得
し
ま
す
。

⑷
税
務
申
告

税
務
申
告
に
際
し
て
経
営
力
向

上
計
画
の
申
請
書
お
よ
び
認
定
書

の
写
し
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

⑴
対
象
と
な
る
農
業
者

前
述
の
「
中
小
企
業
投
資
促
進

税
制
」
と
同
様
で
す
。
農
事
組
合

法
人
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

⑵
特
例
内
容

前
述
の
「
中
小
企
業
投
資
促
進

税
制
」
と
同
様
で
す
。

⑶
対
象
と
な
る
設
備
等

　

①
か
ら
②
を
、２
０
２
１
年
３
月

末
ま
で
に
取
得
す
る
場
合
に
、
活

用
が
可
能
で
す
。

①
30
万
円
以
上
の
器
具
・
備
品

②
60
万
円
以
上
の
建
物
附
属
設
備

⑷
要
件

　
ア
ド
バ
イ
ス
機
関
（
商
工
会
、
農

協
等
）
か
ら
経
営
改
善
に
関
す
る

指
導
・
助
言
を
受
け
た
旨
を
明
ら

か
に
す
る
書
類
（
本
税
制
措
置
を

活
用
し
て
行
う
設
備
投
資
等
に
よ

り
、
年
２
％
以
上
の
売
上
高
ま
た

は
営
業
利
益
の
伸
び
が
達
成
で
き

る
こ
と
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
を
明

記
（
２
０
１
９
年
度
か
ら
要
件
化
））

の
交
付
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

商
業・サ
ー
ビ
ス
業・農
林
水
産
業
活
性
化
税
制

対象となる農業者

※農事組合法人は対象外です。

青色申告をしている
常時使用する従業員数が1,000人以下の個人
資本金または出資金の額が1億円以下の法人※

1

特例内容

※税額控除は税額の20%が上限となります。

2

対象となる機械・設備
160万円以上の機械装置
30万円以上の器具備品・工具
60万円以上の建物附属設備
70万円以上のソフトウェア

3

要件4

要
件
１

要
件
２

を2021年3月末までに取得する場合
に活用可能

以下の2つのいずれかの要件を満たした上で、『経営力向上計画』を作
成し、地方農政局等において認定を受けることが必要

●旧モデルに比べ生産性が年平均1%以上向上する機械等であること
●メーカー等を通じて、工業会等が発行する証明書を入手すること
●年平均の投資利益率が5%以上であること
●投資利益率が5%以上であることについて、経済産業局が発行す
る確認書を入手すること

※【要件1】の場合、工具については測定工具、検査工具のみ、ソフトウェアについては情報
収集・分析・指示機能を有するもののみが対象となります。

今
回
紹
介
し
た
３
つ
の
支
援
措
置
の
相
違
点

い
ず
れ
の
支
援
措
置
も
個
人
の
担
い
手
農
家
、農
業
法
人

が
活
用
可
能
な
支
援
措
置
で
す
。相
違
点
は
、中
小
企
業
等

経
営
強
化
法
に
基
づ
く
支
援
措
置
は
、農
事
組
合
法
人
が
対

象
外
と
な
って
い
る
点
で
す
。

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
の
み
、法
人
税・所
得
税
に
つい

て
即
時
償
却
ま
た
は
10
％
の
税
額
控
除（
税
額
控
除
は
資
本

金
３
０
０
０
万
円
超
の
中
小
法
人
の
場
合
７
％
）が
適
用
で

き
ま
す
。そ
の
他
の
支
援
措
置
は
30
％
の
特
別
償
却
ま
た
は

７
％
の
税
額
控
除
で
す
。

ま
た
、中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
は
、対
象
と
な
る
機
械・

設
備
の
範
囲・金
額
も
大
き
く
な
って
い
ま
す
。一
方
で
、中
小

企
業
投
資
促
進
税
制
の
対
象
で
あ
る
３・５
ト
ン
以
上
の
普

通
貨
物
自
動
車（
ト
ラ
ッ
ク
等
）は
対
象
外
で
す
。

※
個
別
の
申
請
に
対
す
る
認
定
の
可
否
や
、審
査
の
状
況
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ

は
直
接
申
請
先
機
関
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

〈
参
考
〉「
農
業
経
営
に
使
え
る
税
制・融
資・補
助
金
に
つい
て
」

           

2
0
1
9
年
度
版（
農
林
水
産
省
）

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
基
づ
く
支
援
措

置
は
特
例
内
容
が
大
き
い
も
の
で
す
が
、生
産
性

の
向
上
を
前
提
と
し
た
事
業
計
画
の
策
定
が
必
要
で
す
。自

然
相
手
の
農
業
分
野
に
お
い
て
機
械
、設
備
等
の
導
入
だ
け

で
年
間
を
通
じ
て
一
定
以
上
の
生
産
性
の
向
上
を
実
現
さ

せ
る
の
は
簡
単
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

今
回
紹
介
し
た
よ
う
に
国
は
複
数
の
支
援
措
置
を
用
意

し
て
い
ま
す
の
で
、農
業
者
の
経
営
形
態
、経
営
規
模
に
合
わ

せ
、そ
れ
ぞ
れ
の
経
営
実
態
に
合
致
し
た
制
度
を
無
理
な
く

有
効
に
活
用
し
た
い
と
こ
ろ
で
す
。

経
営
力
向
上
計
画
の
申
請
方
法
等
に
つ
い
て
の
問
い
合
わ
せ
先

経
営
力
向
上
計
画
相
談
窓
口

℡
0
3
-3
5
0
1
-1
9
5
7

問
合
せ
先

農
林
水
産
省
経
営
局
経
営
政
策
課

℡
0
3
-6
7
4
4
-0
5
7
5

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制

中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
基
づ
く
支
援
措
置

表1. 中小企業等経営強化法に基づく支援措置について

対象となる農業者

青色申告をしている
常時使用する従業員数が1,000人以下の個人
資本金または出資金の額が1億円以下の法人

1 特例内容
法人税・所得税について30%の特別償却または7%の税額控除が
適用
（税額控除は個人および資本金3,000万円以下の法人のみ選択可能）

2

表3. 商業・サービス業・農林水産業活性化税制について 表2. 中小企業投資促進税制について

123

法人税・所得税について即時償却または10%の税額控除※が適用
（税額控除は資本金3,000万円超の中小法人の場合7%）

ま
と
め

※税額控除は税額の20%が上限となります。

※2021年3月末までに取得した設備が対象となります。

対象となる設備等
30万円以上の器具・備品
60万円以上の建物附属設備

3

要件4

アドバイス機関（商工会、農協等）から経営改善に関する指導・助言
を受けた旨を明らかにする書類（本税制措置を活用して行う設備投
資等により、年2%以上の売上高または営業利益の伸びが達成でき
ると見込まれることを明記（2019年度から要件化））の交付を受ける
必要があります

を取得する場合に活用可能

※2021年3月末までに取得した設備が対象となります。

対象となる設備等
160万円以上の機械装置

3.5トン以上の普通貨物自動車
（トラック等）（貨物運送用に限る）

120万円以上の測定工具、検査工具
70万円以上のソフトウェア

3

を取得する場合に
活用可能

共
通
点


